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【届出の対象とした募集内国

投資信託受益証券に係る

ファンドの名称】

カレラ ワールド債券アクティブファンド

【届出の対象とした募集内国

投資信託受益証券の金額】

（１）当初申込期間（平成28年４月４日から平成28年４月19日まで）

200億円を上限とします。

（２）継続申込期間（平成28年４月20日から平成29年７月５日まで）

2,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当ありません。
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日付で有価証券報告書を提出しましたので、平成28年３月18日付をもって提出した有価証券届出

書（以下「原届出書」といいます。）の関係情報等を更新するため、また、その他の情報について

訂正を行なうため本訂正届出書を提出いたします。

 

Ⅱ【訂正の内容】

原届出書の該当内容は、以下の内容に訂正いたします。下線部　　　　　は訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】
 

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

平成28年４月20日　信託契約締結、当初設定、運用開始予定

 

＜訂正後＞

平成28年４月20日　信託契約締結、当初設定、運用開始

 

（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

（略）

③ 委託会社の概況

イ．資本金の額（平成28年１月末日現在）

（略）

 

ハ．大株主の状況（平成28年１月末日現在）

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

③ 委託会社の概況

イ．資本金の額（平成28年11月末日現在）

（略）

 

ハ．大株主の状況（平成28年11月末日現在）

（略）
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（３）【運用体制】

＜訂正前＞

② 内部管理体制

（略）

（注）運用体制は平成28年１月末日現在のものであり、今後、変更となる場合があります。

 

 

＜訂正後＞

② 内部管理体制

（略）

（注）運用体制は平成28年11月末日現在のものであり、今後、変更となる場合があります。
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　３【投資リスク】

＜訂正前＞

（３）リスク管理体制

（略）

（注）投資リスクに対する管理体制は平成28年１月末日現在のものであり、今後、変更となる場

合があります。

EDINET提出書類

カレラアセットマネジメント株式会社(E26704)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 5/66



 
＜訂正後＞

（３）リスク管理体制

（略）

（注）投資リスクに対する管理体制は平成28年11月末日現在のものであり、今後、変更となる場

合があります。
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４【手数料等及び税金】

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

課税上は、株式投資信託として取り扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制

度の適用対象です。

(略)

１．個人受益者の場合

(略)

ロ．解約時および償還金に対する課税

(略)

※　解約時および償還時の差損（譲渡損）については、確定申告により、上場株式等の譲渡

益および上場株式等の配当等（申告分離課税を選択したものに限ります。）と損益通算

が可能です。また、解約時および償還時の差益（譲渡益）については、上場株式等の譲

渡損と損益通算が可能です。

また、特定公社債等（公募公社債投資信託を含みます。）の利子所得および譲渡所得等

との損益通算も可能です。

※　少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」、未成年者少額投資非課税制度「愛称：

ジュニアNISA（ジュニアニーサ）」
＊
をご利用の場合

NISA及びジュニアNISAは、上場株式、公募株式投資信託等に係る非課税制度です。

ご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる

配当所得及び譲渡所得が一定期間非課税となります。

販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳

しくは、販売会社にお問い合わせください。

＊平成28年４月１日より適用開始される、20歳未満の方を対象とした非課税制度です。

(略)

 

＜訂正後＞

課税上は、株式投資信託として取り扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制

度、未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。

(略)

１．個人受益者の場合

(略)

ロ．解約時および償還金に対する課税

(略)

※　解約時および償還時の差損（譲渡損）については、確定申告により、上場株式等の譲渡

益および上場株式等の配当等（申告分離課税を選択したものに限ります。）と損益通算

が可能です。また、解約時および償還時の差益（譲渡益）については、上場株式等の譲

渡損と損益通算が可能です。

また、特定公社債等（公募公社債投資信託を含みます。）の利子所得および譲渡所得等

との損益通算も可能です。

※　少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」、未成年者少額投資非課税制度「愛称：

ジュニアNISA（ジュニアニーサ）」をご利用の場合

NISA及びジュニアNISAは、上場株式、公募株式投資信託等に係る非課税制度です。

ご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる

配当所得及び譲渡所得が一定期間非課税となります。

販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳

しくは、販売会社にお問い合わせください。

(略)
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５【運用状況】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」を以下の内容に更新・訂

正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

（１）【投資状況】

「カレラ ワールド債券アクティブファンド」

(平成28年11月30日現在)

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

国債証券 アメリカ 126,372,671 40.40

オーストラリア 6,978,859 2.23

小計 133,351,530 42.63

社債券 アメリカ 161,957,423 51.78

オーストラリア 17,258,376 5.51

小計 179,215,799 57.30

現金・預金・その他の資産(負債控除後) - 188,284 0.06

合計(純資産総額) 312,755,613 100.00

（注） 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

その他の資産の投資状況

 資産の種類 建別 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）  

為替予約取引 売建 - 245,511,500 △78.49 

  (注)為替予約取引は、わが国における対顧客先物相場の仲値で評価しています。

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

「カレラ ワールド債券アクティブファンド」

ａ　投資有価証券明細

 (平成28年11月30日現在)

 国／地域 種類 銘柄名
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

利率

(％)
償還期限

投資

比率

(％)

 アメリカ 国債証券 US TREASURY 600,000 11,268.30 67,609,838 10,863.48 65,180,891 1.5 2023/3/31 20.84

 アメリカ 国債証券 US TREASURY 600,000 11,452.33 68,714,027 10,198.63 61,191,780 2.5 2046/2/15 19.57

 
アメリカ 社債券 PHILIP MORRIS

INTL INC

200,000 15,345.33 30,690,660 14,471.03 28,942,079 6.375 2038/5/16 9.25

 アメリカ 社債券 IBM CORP 200,000 12,120.78 24,241,574 11,542.83 23,085,672 3.45 2026/2/19 7.38

 
アメリカ 社債券 WELLS FARGO &

CO

200,000 11,705.73 23,411,465 11,494.94 22,989,890 7.98 2049/3/29 7.35

 アメリカ 社債券 HOME DEPOT INC 200,000 11,808.48 23,616,969 11,225.36 22,450,724 3 2026/4/1 7.18

 
アメリカ 社債券 VERIZON

COMMUNICATIONS

160,000 15,171.97 24,275,165 14,026.64 22,442,629 6.55 2043/9/15 7.18
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 アメリカ 社債券 PEPSICO INC 200,000 11,693.36 23,386,732 11,100.57 22,201,151 2.85 2026/2/24 7.10

 アメリカ 社債券 AT&T INC 200,000 10,675.40 21,350,807 9,922.63 19,845,278 4.3 2042/12/15 6.35

 
オースト

ラリア

社債券 AAI LTD 100,000 8,685.77 8,685,772 8,639.77 8,639,773 5.055 2040/11/18 2.76

 
オースト

ラリア

社債券 COMMONWEALTH

BANK OF AUS

100,000 8,668.94 8,668,944 8,618.60 8,618,603 4.37 2026/6/3 2.76

 
オースト

ラリア

国債証券 AUSTRALIAN GB 70,000 10,300.66 7,210,464 9,969.79 6,978,859 5.5 2023/4/21 2.23

（注） 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率をいいます。

 

b　種類別投資比率

 (平成28年11月30日現在)

種類 投資比率（％）

国債証券 42.64

社債券 57.30

合計 99.94

（注） 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類の評価金額の比率をいいます。

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

資産の種類 通貨
買建／

売建
数量

帳簿価額

（円）

評価額

（円）

投資比率

（％）
 

為替予約取引 ドル 売建 2,190,000.00 229,289,830 245,511,500 △78.49 

  (注)為替予約取引は、わが国における対顧客先物相場の仲値で評価しています。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成28年11月30日および同日前1年以内における各月末ならびに下記計算期末の純資産の推移は次の通

りです。

計算期間末
または各月末

純資産総額
(円)

(分配落)

純資産総額
(円)

(分配付)

1口当たり
純資産額(円)
(分配落)

1口当たり
純資産額(円)
(分配付)

第１期
327,803,167 327,803,167 0.9923 0.9923

(平成28年 10月５日)

平成28年 ４月末日 229,539,786 － 0.9849 －

平成28年 ５月末日 242,238,072 － 0.9827 －

平成28年 ６月末日 249,412,080 － 1.0053 －

平成28年 ７月末日 278,624,161 － 1.0087 －

平成28年 ８月末日 315,732,776 － 1.0037 －

平成28年 ９月末日 327,679,346 － 0.9961 －

平成28年 10月末日 320,491,627 － 0.9801 －

平成28年 11月末日 312,755,613 － 0.9564 －

 

②【分配の推移】

計算期間 1口当たりの分配金(円)

第１期
(平成28年４月20日～平成28年10月５日)

0.0000

 
③【収益率の推移】

計算期間 収益率(％)

第１期
(平成28年４月20日～平成28年10月５日)

△0.8

（注）「収益率」とは、各計算期間ごとに計算期末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直

前の計算期末の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」）を控除した額を前期末基準

価額で除して得た額に100を乗じて得た比率をいいます。

収益率は、小数第2位を四捨五入しております。

 

（４）【設定及び解約の実績】

下記計算期間中の設定および解約の実績は次の通りです。

計算期間 設定口数(口) 解約口数(口) 発行済口数(口)

第１期

(平成28年４月20日～

平成28年10月５日)

330,996,302 657,397 330,338,905

（注）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。
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（参考情報）
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第３【ファンドの経理状況】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況」を以下の内容に更新・訂正いたしま

す。

 

＜更新・訂正後＞

 

１． 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和38年大蔵省令第59号）並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の

計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

 なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

  

２． 当ファンドの計算期間は６か月であるため、財務諸表は６か月毎に作成しておりま

す。ただし、当ファンドの第１期計算期間は、当ファンド設定日平成28年４月20日か

ら平成28年10月５日までといたします。

  

３． 当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第１期計算期間

（平成28年４月20日から平成28年10月５日まで）の財務諸表について、ＵＨＹ東京監

査法人による監査を受けております。
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１【財務諸表】

【カレラ ワールド債券アクティブファンド】

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

 
第１期

(平成28年10月５日現在)

資産の部  
流動資産  
預金 40,553,889
金銭信託 8,123,516
国債証券 131,337,125
社債券 172,499,938
派生商品評価勘定 47,000
未収利息 731,255
前払費用 541,058

流動資産合計 353,833,781

資産合計 353,833,781

負債の部  
流動負債  
派生商品評価勘定 1,310,850
未払金 21,556,008
未払受託者報酬 53,639
未払委託者報酬 1,273,823
その他未払費用 1,836,294

流動負債合計 26,030,614

負債合計 26,030,614

純資産の部  
元本等  
元本 330,338,905
剰余金  
期末剰余金又は期末欠損金（△） △2,535,738

元本等合計 327,803,167

純資産合計 327,803,167

負債純資産合計 353,833,781
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（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

 

第１期

自 平成28年４月20日

至 平成28年10月５日

営業収益  
受取利息 2,434,434
有価証券売買等損益 445,264
為替差損益 △1,927,671

営業収益合計 952,027

営業費用  
受託者報酬 53,639
委託者報酬 1,273,823
その他費用 1,865,548

営業費用合計 3,193,010

営業利益又は営業損失（△） △2,240,983

経常利益又は経常損失（△） △2,240,983

当期純利益又は当期純損失（△） △2,240,983

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
△7,734

期首剰余金又は期首欠損金（△） -
剰余金増加額又は欠損金減少額 418
当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 418

剰余金減少額又は欠損金増加額 302,907
当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 302,907

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △2,535,738
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 運用資産の評価基準および評価方法 （1）国債証券、社債券

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、金融商品取引業者、銀行等の提示

する価額（但し、売気配相場は使用しない）、又は価格情

報会社の提供する価額で評価しております。

  （2）外国為替予約取引

計算日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の

仲値で評価しております。

2. 収益および費用の計上基準 （1）為替差損益の計上基準

  約定日基準で計上しております。

  （2）受託者報酬・委託者報酬の計上基準

  約定日基準で計上しております。

  （3）その他費用の計上基準

  約定日基準で計上しております。

3. その他財務諸表作成のための基本となる事項 外貨建取引等の処理基準

（1）「投信信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府

令第133号）第60条並びに第61条に基づいて処理しておりま

す。

（2）当ファンドの計算期間は、平成28年４月20日（設定日）

から平成28年10月５日までとなっております。

 
（貸借対照表に関する注記）

項目
第１期

(平成28年10月５日現在)

1. 期首元本額 211,420,015円

期中追加設定元本額 119,576,287円

期中一部解約元本額 657,397円

2. 元本の欠損 2,535,738円

3. 計算期間末日における受益権の総数 330,338,905口

 
（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第１期

自 平成28年４月20日

至 平成28年10月５日

1. その他費用の内訳    

信託事務費用  1,865,548 円

2. 分配金の計算過程    

費用控除後の配当等収益額 A － 円

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券等損益額 B － 円

収益調整金額 C 326 円

分配準備積立金額 D － 円

当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 326 円

当ファンドの期末残存口数 F 330,338,905 口

10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F*10,000 － 円

10,000口当たり分配金額 H － 円

収益分配金金額 I=F*H/10,000 － 円

 

EDINET提出書類

カレラアセットマネジメント株式会社(E26704)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

16/66



（金融商品に関する注記）

Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

項目

第１期

自 平成28年４月20日

至 平成28年10月５日

1.金融商品に対する取組方針 当ファンドは証券投資信託として、有価証券、デリバ

ティブ取引等の金融商品の運用を投資信託約款に定める

「運用の基本方針」に基づき行っております。

2.金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 当ファンドが運用する主な有価証券は、「重要な会計方

針に係る事項に関する注記」の「運用資産の評価基準及び

評価方法」に記載の有価証券等であり、全て売買目的で保

有しております。また、主なデリバティブ取引には、先物

取引、オプション取引、スワップ取引等があり、信託財産

に属する資産の効率的な運用に資するために行うことがで

きます。当該有価証券及びデリバティブ取引には、性質に

応じて市場リスク、価格変動リスクや為替変動リスク等が

あります。

3.金融商品に係るリスク管理体制 コンプライアンス部では、運用状況のモニタリング、運

用に関する法令諸規則の遵守状況の確認を行っておりま

す。

　また、管理部では、運用に関するリスク管理を行ってお

ります。

 
Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

項目
第１期

(平成28年10月５日現在)

1.貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、そ

の差額はありません。

2.時価の算定方法 ①有価証券

「注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」

の「運用資産の評価基準及び評価方法」に記載しており

ます。

②デリバティブ取引

「注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」

の「運用資産の評価基準及び評価方法」に記載しており

ます。

③上記以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似し

ているため、当該帳簿価額を時価としております。

3.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市

場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を

採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該

価額が異なることもあります。

 
（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券の最終計算期間の損益に含まれた評価差額

 

第1期(自2016年4月20日　至2016年10月５日)
（単位：円）

種類 当計算期間の損益に含まれた評価差額

国債証券 2,235,897

社債券 △1,948,643

合計 287,254

 

EDINET提出書類

カレラアセットマネジメント株式会社(E26704)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

17/66



 

（デリバティブ取引等に関する注記）

取引の時価等に関する事項

（通貨関連）

第1期（平成28年10月５日現在）
（単位：円）

区分 種類 契約額等
 

時価 評価損益
うち1年超

市場取引以外

の取引

為替予約取引     

売建 200,694,050 0 201,957,900 △1,263,850

ドル 200,694,050 0 201,957,900 △1,263,850

合計 200,694,050 0 201,957,900 △1,263,850

 

時価の算定方法

１　為替予約取引

１）計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については以下のように評価しておりま

す。

①計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます）の対顧客先物相場の仲値が

発表されている場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②計算期間末日において当該日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法

によっております。

・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、当該日に最も近

い前後二つの対顧客先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い

発表されている対顧客先物相場の仲値を用いております。

２）計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については計算期間末日に対顧客相場

の仲値で評価しております。

※上記取引でヘッジ会計が適用されているものはございません。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

　　該当事項はありません。

 

（1口当たり情報）

第１期

(平成28年10月５日現在)

1口当たり純資産額 0.9923円

（10,000口当たり純資産額） （9,923円）
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（４）【附属明細表】

 

①有価証券明細表（平成28年10月５日現在）

 

(ア)株式

　　 該当事項はありません。

 

(イ)株式以外の有価証券

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

国債証券 ドル US TREASURY 600,000.00 601,404.00  

US TREASURY 600,000.00 611,226.00  

小計 銘柄数：2 1,200,000.00 1,212,630.00  

   (124,621,985)  

 組入時価比率：38.0％  41.0％  

オーストラリアドル AUSTRALIAN GB 70,000.00 85,696.03  

小計 銘柄数：1 70,000.00 85,696.03  

   (6,715,140)  

 組入時価比率：2.0％  2.2％  

合計
 131,337,125  

 (131,337,125)  

社債券 ドル AMERICAN INTL GROUP 200,000.00 210,994.00  

HALLIBURTON CO 200,000.00 218,184.00  

HOME DEPOT INC 200,000.00 210,078.00  

IBM CORP 200,000.00 215,634.00  

MARATHON OIL CORPORATION 200,000.00 191,402.00  

PEPSICO INC 200,000.00 208,030.00  

VERIZON COMMUNICATIONS 160,000.00 215,932.80  

WELLS FARGO & CO 200,000.00 208,250.00  

小計 銘柄数：8 1,560,000.00 1,678,504.80  

   (172,499,938)  

 組入時価比率：52.6％  56.8％  

合計
 172,499,938  

 (172,499,938)  

 合計
 303,837,063  

 (303,837,063)  

（注１）通貨種類毎の小計欄の( )内は、邦貨換算額（単位:円）であります。

（注２）合計金額欄の( )内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。
 
外貨建有価証券の内訳

種類 銘柄数
組入債券

時価比率

合計金額に

対する比率

ドル 国債証券 2銘柄 41.9％ 41.0％

社債券 8銘柄 58.1％ 56.8％

オーストラリアドル 国債証券 1銘柄 100.0％ 2.2％

（注１）組入債券時価比率とは、通貨種類毎の邦貨換算合計金額に対する銘柄別の比率であります。
（注２）合計金額に対する比率とは、通貨の邦貨換算合計金額に対する銘柄別の比率であります。
 
②有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

　　 該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

 
　【純資産額計算書】
「カレラワールド債券アクティブファンド」

(平成28年11月30日現在)

Ⅰ　資産総額 542,915,216円

Ⅱ　負債総額 230,159,603円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 312,755,613円

Ⅳ　発行済数量 327,006,267口

Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 0.9564円
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第三部【委託会社等の情報】
 

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

（１）資本金等（平成28年11月末日現在）

① 資本金の額

１億6,240万円

② 会社が発行する株式総数（発行可能株式総数）

1,000株

③ 発行済株式総数

790株（普通株式）

④ 過去５年間における資本金の増減

 年月日 増資額 増資後資本金

 平成23年７月19日 会社設立時の資本 5,000万円

 平成24年６月18日 5,000万円 10,000万円

 平成26年８月20日 6,240万円 16,240万円

 

（２）委託会社の機構

① 会社の組織図
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② 会社の意思決定機構

委託会社の取締役は３名以上、監査役は１名以上とし、株主総会で選任されます。取締役及

び監査役の選任は議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によりません。取締役の任期は、選

任後１年以内、監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度うち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとし、任期満了前に退任した取締役または監査役の補欠とし

て選任された取締役または監査役の任期は、前任者の任期の残存期間と同一とします。委託

会社の業務の重要な事項は、取締役会の決議により決定します。取締役会は、その決議に

よって代表取締役を選定し、必要に応じて専務取締役、常務取締役長各若干名を選定するこ

とができます。代表取締役社長は、当会社を代表し、会社の業務を統括します。

 

③ 投資信託の運用の流れ

 

（注）上記組織は、平成28年11月末日現在のものであり、今後、変更となる可能性があります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社で、証券投資信

託の設定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者（投資運用業）で、投

資信託委託業務（投資信託の運用、管理）を行っております。

 

平成28年11月末日現在、委託会社の運用する証券投資信託は、以下の通りです。

 種類 本数 純資産総額

 公募 追加型 株式投資信託 19本 65,059百万円

 私募 追加型 株式投資信託 １本 １百万円

 合計   20本 65,060百万円
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（親投資信託を除く）
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３【委託会社等の経理状況】

 

以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

（１）当社の財務諸表は、改正後の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取

引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52年大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定

に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成して

おります。

 

（３）財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

（４）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第５期事業年度（平成27年４月１日か

ら平成28年３月31日まで）の財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人により監査を受けております。

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第６期事業年度の中間会計期間（平成28年

４月１日から平成28年９月30日まで）の中間財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人により中間監査

を受けております。
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財務諸表等

１　財務諸表

（１）【貸借対照表】

  
第４期

(平成27年３月31日現在)

第５期

(平成28年３月31日現在)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

（資産の部)      

Ⅰ　流動資産      

１　現金及び預金   319,897  523,100

２　立替金   5,253  4,462

３　前払費用   2,520  101

４　未収委託者報酬   108,156  111,431

５　未収入金   14,777  18,597

６　繰延税金資産   5,888  8,386

７　未収助言投資報酬   －  14

８　その他   －  10

流動資産合計   456,493  666,104

Ⅱ　固定資産 ※１     

１　有形固定資産   2,080  3,473

（１）器具備品  2,080  3,473  

２　無形固定資産   1,174  2,201

（１）ソフトウェア  1,174  2,201  

３　投資その他の資産   514  176

（１）繰延税金資産  514  176  

固定資産合計   3,769  5,851

Ⅲ　繰延資産 ※２     

１　創立費   139  27

２　入会金   2,083  1,933

繰延資産合計   2,222  1,961

資産合計   462,484  673,917
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第４期

(平成27年３月31日現在)

第５期

(平成28年３月31日現在)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

（負債の部）      

Ⅰ　流動負債      

１　未払金   105,716  109,605

（１）未払手数料 ※３ 62,559  64,893  

（２）その他未払金  43,157  44,712  

２　未払法人税等   11,888  70,834

３　未払消費税等   11,249  14,718

４　賞与引当金   5,250  7,200

５　その他   12  －

流動負債合計   134,117  202,358

Ⅱ　固定負債      

１　退職給付引当金   1,483  508

固定負債合計   1,483  508

負債合計   135,600  202,867

（純資産の部）      

Ⅰ　株主資本      

１　資本金   162,400  162,400

２　資本剰余金   162,400  162,400

（１）資本準備金  162,400  162,400  

３　利益剰余金   2,084  146,250

（１）その他利益剰余金      

繰越利益剰余金  2,084  146,250  

株主資本合計   326,884  471,050

純資産合計   326,884  471,050

負債及び純資産合計   462,484  673,917
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（２）【損益計算書】

  

第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業収益      

１　委託者報酬   638,547  1,026,155

２　投資助言報酬   －  14

営業収益合計   638,547  1,026,169

Ⅱ　営業費用      

１　支払手数料 ※１  402,629  653,586

２　委託計算費   13,861  24,000

３　広告宣伝費   7,000  2,333

４　調査費   3,904  4,329

５　営業雑経費   34,048  21,032

（１）通信費  1,457  1,478  

（２）協会費  1,208  1,598  

（３）印刷費  31,382  17,956  

営業費用合計   461,443  705,283

Ⅲ　一般管理費      

１　給料   66,468  70,123

（１）役員報酬  12,874  13,501  

（２）給料・手当  41,388  43,337  

（３）賞与  4,036  4,120  

（４）法定福利費  8,169  9,163  

２　旅費交通費   4,612  3,790

３　不動産賃借料   2,054  2,124

４　業務委託費   3,920  2,859

５　賞与引当金繰入   5,250  7,200

６　退職給付引当金繰入   1,891  1,803

７　租税公課   1,980  3,212

８　減価償却費 ※２  1,426  2,113

９　その他一般管理費   7,888  9,524

一般管理費合計   95,491  102,749

営業利益   81,612  218,136
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第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅳ　営業外収益      

１　受取利息   15  13

２　雑収入   5  －

３　賞与引当金戻入   150  1,002

営業外収益合計   170  1,016

Ⅴ　営業外費用      

１　繰延資産償却 ※３  1,111  1,261

営業外費用合計   1,111  1,261

経常利益   80,672  217,892

税引前当期純利益   80,672  217,892

法人税、住民税及び事業税   11,095  73,910

法人税等調整額   18,982  △2,159

当期純利益   50,594  146,141
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（３）【株主資本等変動計算書】

 第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

区分 金額（千円） 金額（千円）

株主資本   

資本金

当期首残高

当事業年度中の変動額

増資

当事業年度中の変動額合計

 

100,000

 

62,400

62,400

 

162,400

 

－

－

当期末残高 162,400 162,400

資本剰余金

資本準備金

当期首残高

当事業年度中の変動額

増資

当事業年度中の変動額合計

 

 

100,000

 

62,400

62,400

 

 

162,400

 

－

－

当期末残高 162,400 162,400

資本剰余金合計

当期首残高

当事業年度中の変動額

増資

当事業年度中の変動額合計

 

100,000

 

62,400

62,400

 

162,400

 

－

－

当期末残高 162,400 162,400

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高

当事業年度中の変動額

当期純利益

剰余金の配当

当事業年度中の変動額合計

 

 

 

△48,510

 

50,594

 

50,594

 

 

 

2,084

 

146,141

△1,975

144,166

当期末残高 2,084 146,250

 

EDINET提出書類

カレラアセットマネジメント株式会社(E26704)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

29/66



 

 第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

区分 金額（千円） 金額（千円）

利益剰余金合計

当期首残高

当事業年度中の変動額

当期純利益

剰余金の配当

当事業年度中の変動額合計

 

△48,510

50,594

－

50,594

 

2,084

146,141

△1,975

144,166

当期末残高 2,084 146,250

株主資本合計

当期首残高

当事業年度中の変動額

増資

当期純利益

剰余金の配当

当事業年度中の変動額合計

 

151,489

 

124,800

50,594

－

175,394

 

326,884

 

－

146,141

△1,975

144,166

当期末残高 326,884 471,050

純資産合計

当期首残高

当事業年度中の変動額

増資

当期純利益

剰余金の配当

当事業年度中の変動額合計

 

151,489

 

124,800

50,594

－

175,394

 

326,884

 

－

146,141

△1,975

144,166

当期末残高 326,884 471,050
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重要な会計方針

 

１　繰延資産の償却方法 （１）創立費

繰延資産として計上した創立費は、資産として繰延べ、５年均等償

却しております。

（２）入会金

繰延資産として計上した一般社団法人投資信託協会及び一般社団法

人日本投資顧問業協会への入会金は、資産として繰延べ、５年均等

償却しております。

２　固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

器具備品　　　３年～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づいております。

３　引当金の計上基準

 

（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務

及び年金資産に基づき、当期末において発生していると認められる

額を計上しております。

４　その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

表示方法の変更

（損益計算書関係）

当会計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当期より、投資一任業及び投資助言業を開始し、投資運用業等統一経理基準（平成24年３月28

日）を適用したことに伴い、前事業年度まで「一般管理費」に「広告宣伝費」として掲記していた

ものを、当事業年度より「営業費用」に「広告宣伝費」として掲記することとしました。
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注記事項

（貸借対照表関係)

第４期

(平成27年３月31日現在)

第５期

(平成28年３月31日現在)

※１．固定資産の減価償却累計額は次の通りであります。

有形固定資産の減価償却累計額

器具備品　　　　2,196千円

無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウェア　　1,607千円

 

※２．繰延資産の償却累計額は次の通りであります。

繰延資産償却累計額　　3,334千円

創立費償却累計額　　　417千円

入会金償却累計額　　2,916千円

 

※３．関係会社に対する負債は次の通りであります。

（流動負債）

未払手数料　　61,050千円

※１．固定資産の減価償却累計額は次の通りであります。

有形固定資産の減価償却累計額

器具備品　　　　3,437千円

無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウェア　　2,480千円

 

※２．繰延資産の償却累計額は次の通りであります。

繰延資産償却累計額　　4,595千円

創立費償却累計額　　　528千円

入会金償却累計額　　4,066千円

 

※３．関係会社に対する負債は次の通りであります。

（流動負債）

未払手数料　　62,476千円

 

 

（損益計算書関係）

第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

※１．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。

支払手数料　　392,960千円

 

※２．減価償却費の内容は次の通りであります。

減価償却費額　　　　　　　　1,426千円

有形固定資産減価償却費額　　870千円

無形固定資産減価償却費額　　556千円

 

※３．繰延資産償却の内容は次の通りであります。

繰延資産償却額　　1,111千円

創立費償却額　　　111千円

入会金償却額　　1,000千円

※１．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれてお

ります。

支払手数料　　609,650千円

 

※２．減価償却費の内容は次の通りであります。

減価償却費額　　　　　　　　2,113千円

有形固定資産減価償却費額　1,240千円

無形固定資産減価償却費額　　873千円

 

※３．繰延資産償却の内容は次の通りであります。

繰延資産償却額　　1,261千円

創立費償却額　　　111千円

入会金償却額　　1,150千円
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（株主資本等変動計算書関係)

第４期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末

株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

発行済株式     

普通株式 400株 390株 － 790株

合計 400株 390株 － 790株

（注）普通株式の発行済株式の増加は、新株の発行による増加であります。

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19

日

定時株主総会

普通株式 1,975 利益剰余金 2,500
平成27年３月31

日

平成27年６月22

日
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第５期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末

株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

発行済株式     

普通株式 790株 － － 790株

合計 790株 － － 790株

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

1株当たり配当額

（円）

基準日
効力発生日

平成27年6月19

日
   

 
 

定時株主総会 普通株式 1,975 2,500
平成27年

3月31日
平成27年6月22日

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月16

日

定時株主総会

普通株式 51,350 利益剰余金 65,000
平成28年３月31

日

平成28年６月17

日
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(リース取引関係)

第４期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

ファイナンス・リース取引の内容は次の通りであります。

リース取引開始日が、平成20年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・リース取引

ただし、一契約のリース料総額が300万円以下の取引であるため、従来通り「賃貸借処理」を

行っております。

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額

期末

残高相当額

コピー複合機一式 748 474 274

合計 748 474 274

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　156千円

１年超　　　135千円

合計　　　291千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料　　　　165千円

減価償却費相当額　　149千円

支払利息相当額　　　 15千円

（４）減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への分配

方法については、利息法によっております。
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第５期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

ファイナンス・リース取引の内容は次の通りであります。

リース取引開始日が、平成20年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・リース取引

ただし、一契約のリース料総額が300万円以下の取引であるため、従来通り「賃貸借処理」を

行っております。

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額

期末

残高相当額

コピー複合機一式 748 623 124

合計 748 623 124

（２）未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　135千円

１年超　　　 0千円

合計　　　135千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料　　　　165千円

減価償却費相当額　　149千円

支払利息相当額　　　  9千円

（４）減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への分配

方法については、利息法によっております。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針

当社は、経営方針に基づいて資金調達計画を決定いたしますが、当期会計期間においては新規の出

資による資金調達は行っておりません。また、当期会計期間において銀行借入れによる調達も行って

おりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

当社の営業債権は、契約により決定された委託者報酬等の計上に限定されるため、信用リスクに晒

されることはほとんどないと認識しております。

（３）金融商品にかかるリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行にかかるリスク）の管理

当社の営業債権は、契約により金額が決定されるため、滞留債権が発生することはほとんどな

く、営業債権について信用リスクに晒されることはほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利などの変動リスク）の管理

当社は、投資信託財産の為替変動リスクの回避又は効率的運用を図るため、外国為替の売買予約

を行うことができるものとし、その取扱いについては、投資信託約款及び社内規程において定める

ところによるものといたします。

③　資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、銀行借入れによる資金調達を行っておらず、親会社からの出資に依存して資金調達を行

います。資金管理責任者は、常に資金繰りの状況を把握し、資金の調達または運用に関して的確な

施策を講じるとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しています。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

第４期（平成27年３月31日現在）

平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 319,897 319,897 －

（２）未収委託者報酬 108,156 108,156 －

（３）未収入金 14,777 14,777 －

資産計 442,831 442,831  

（４）未払金 （105,716) (105,716) －

未払手数料 (62,559) (62,559) －

その他未払金 (43,157) (43,157) －

負債計 (105,716) (105,716)  

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

第５期（平成28年３月31日現在）

平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 523,100 523,100 －

（２）未収委託者報酬 111,431 111,431 －

（３）未収入金 18,597 18,597 －

資産計 653,129 653,129  

（４）未払金 （109,605) (109,605) －

未払手数料 (64,893) (64,893) －

その他未払金 (44,712) (44,712) －

負債計 (109,605) (109,605)  

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブに関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）未収委託者報酬、（３）未収入金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっています。

負　債

（４）未払金（未払手数料及びその他未払金）

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっています。

投資有価証券、デリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。
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（有価証券関係)

第４期（平成27年３月31日現在)

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

３．時価評価されていない有価証券

該当事項はありません。

 

 

第５期（平成28年３月31日現在)

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

３．時価評価されていない有価証券

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

項目

第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

 

１　繰延税金資産の発生の主な原

因別の内訳

単位：千円

繰延税金資産

（流動）

貯蔵品　　　　　　 1,628

賞与引当金　　　　 1,737

未払金　　　　　　 1,387

未払事業税　　　　 1,134

繰越欠損金　　　　　　 0

合計　　　　　　 5,888

評価性引当額　　　　　 0

合計　　　　　　 5,888

（固定）

退職給付引当金　　　 479

長期前払費用　　　　　34

繰越欠損金　　　　　　 0

合計　　　　　　　 514

評価性引当額　　　　　 0

合計　　　　　　　 514

繰延税金資産合計　 6,402

単位：千円

繰延税金資産

（流動）

貯蔵品　　　　　　 1,520

賞与引当金　　　　 2,221

未払金　　　　　　   183

未払事業税　　　　 4,460

繰越欠損金　　　　　　 0

合計　　　　　　 8,386

評価性引当額　　　　　 0

合計　　　　　　 8,386

（固定）

退職給付引当金　　　 155

長期前払費用　　　　　20

繰越欠損金　　　　　　 0

合計　　　　　　　 176

評価性引当額　　　　　 0

合計　　　　　　　 176

繰延税金資産合計　 8,562

２　法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との間の差異

が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しておりま

す。

同左

３　法人税等の税率の変更による

繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第９号）及び

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号)が平成

27年３月31日に公布され、平成27

年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率等の引下げ等が行

われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税

率は従来の35.6%から平成27年４月

１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については

33.1%に、平成28年４月１日に開始

する事業年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については、32.3%と

なります。

なお、この税率変更による財務諸

表に与える影響は軽微でありま

す。

「所得税法等の一部を改正する法

律」（平成28年法律第15号）及び

「地方税法等の一部を改正する等

の法律」（平成28年法律第13号）

が平成28年３月29日に国会で成立

し、平成28年４月１日以後に開始

する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率は前事業年度の計算

において使用した32.3％から平成

28年４月１日に開始する事業年度

及び平成29年４月１日に開始する

事業年度に解消が見込まれる一時

差異等については30.9％に、平成

30年４月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異

等については、30.6％となりま

す。

なお、この税率変更の財務諸表に

与える影響額は軽微であります。
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（セグメント情報等)

セグメント情報

第４期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第４期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．サービスごとの情報

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております

 

２．地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦以外の外部顧客からの営業収益がないため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

投資信託の名称 営業収益 関連するサービスの種類

ニュージーランド株式ファンド 25,653 投資運用業

スイス株式ファンド 20,824 投資運用業

カレラ Jリートファンド 161,443 投資運用業

メキシコ株式ファンド 20,670 投資運用業

オランダ株式ファンド 23,535 投資運用業

カタール・アブダビ株式ファンド 20,826 投資運用業

ロシア株式ファンド 14,455 投資運用業

２１世紀東京 日本株式ファンド 45,385 投資運用業

イタリア株式ファンド 24,382 投資運用業

フランス株式ファンド 27,002 投資運用業

３つの財布 欧州リートファンド 161,370 投資運用業

３つの財布 欧州銀行株式ファンド

（毎月分配型）
89,445 投資運用業

スロベニア・クロアチア・

ギリシャ株式ファンド
3,551 投資運用業
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セグメント情報

第５期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第５期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．サービスごとの情報

単一のサービス区分の外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦以外の外部顧客からの営業収益がないため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

投資信託の名称 営業収益 関連するサービスの種類

ニュージーランド株式ファンド 20,896 投資運用業

スイス株式ファンド 20,540 投資運用業

カレラ Jリートファンド 155,658 投資運用業

メキシコ株式ファンド 22,046 投資運用業

オランダ株式ファンド 27,678 投資運用業

カタール・アブダビ株式ファンド 16,927 投資運用業

ロシア株式ファンド 12,991 投資運用業

２１世紀東京 日本株式ファンド 44,168 投資運用業

イタリア株式ファンド 28,877 投資運用業

フランス株式ファンド 27,412 投資運用業

３つの財布 欧州リートファンド 192,406 投資運用業

３つの財布 欧州銀行株式ファンド

（毎月分配型）
238,561 投資運用業

スロベニア・クロアチア・

ギリシャ株式ファンド
10,937 投資運用業

３つの財布 欧州不動産関連株ファンド

（毎月分配型）
149,891 投資運用業

３つの財布 米国銀行株式ファンド

（毎月分配型）
57,046 投資運用業

テキサス州株式ファンド 113 投資運用業
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（関連当事者との取引）

第４期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金

(百万円)

事業の

内容

議決権等の

被所有割合

(％)

関係内容
取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)
役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社 安藤証券（株）
愛知県

名古屋市
2,850

金融商品

取引業者
50.6 あり

投資信託

の販売等
証券代行 392,960 未払手数料 61,050

 
（注)１　取引金額には消費税等は含んでおりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

支払手数料については、一般的な契約条件を参考に価格及びその他の条件を決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

安藤証券株式会社（非上場）

（２）重要な関連会社

該当事項はありません。

 

 

第５期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金

(百万円)

事業の

内容

議決権等の

被所有割合

(％)

関係内容
取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)
役員の

兼任等

事業上

の関係

親会社 安藤証券（株）
愛知県

名古屋市
2,850

金融商品

取引業者
50.6 あり

投資信託

の販売等
証券代行 609,650 未払手数料 62,476

 
（注)１　取引金額には消費税等は含んでおりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

支払手数料については、一般的な契約条件を参考に価格及びその他の条件を決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

安藤証券株式会社（非上場）

（２）重要な関連会社

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目

第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 413,777円38銭 596,266円32銭

１株当たり当期純利益 79,177円46銭 184,988円93銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目

第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 326,884 471,050

普通株式以外に帰属する純資産合計額（千円） － －

普通株式に係る当事業年度末の純資産額(千円) 326,884 471,050

普通株式の当事業年度末株式数(株) 790 790

 

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目

第４期

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

第５期

(自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 50,594 146,141

普通株式以外に帰属する純利益(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 50,594 146,141

普通株式の当期中平均株式数(株) 639 790

 

（重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

次へ

EDINET提出書類

カレラアセットマネジメント株式会社(E26704)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

46/66



中間財務諸表等

１　中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

  
当中間会計期間末

(平成28年９月30日現在)

区分
注記

番号
金額(千円)

(資産の部)    

Ⅰ　流動資産    

１　現金及び預金   468,121

２　立替金   5,598

３　前払費用   191

４　未収委託者報酬   101,339

５　未収投資助言報酬 ※１  216

６　未収入金   19,568

７　繰延税金資産   4,605

流動資産合計   599,641

Ⅱ　固定資産 ※２   

１　有形固定資産   2,888

（１）器具備品  2,888  

２　無形固定資産   1,752

（１）ソフトウェア  1,752  

３　投資その他の資産   89

（１）繰延税金資産  89  

固定資産合計   4,730

Ⅲ　繰延資産 ※３   

１　創立費   13

２　入会金   1,333

繰延資産合計   1,347

資産合計   605,718
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当中間会計期間末

(平成28年９月30日現在)

区分
注記

番号
金額(千円)

(負債の部)    

Ⅰ　流動負債    

１　未払金   90,226

（１）未払手数料 ※４ 58,988  

（２）その他未払金  31,237  

２　未払法人税等   25,584

３　未払消費税等   4,904

４　賞与引当金   5,700

流動負債合計   126,415

Ⅱ　固定負債    

１　退職給付引当金   244

固定負債合計   244

負債合計   126,660

（純資産の部）    

Ⅰ　株主資本    

１　資本金   162,400

２　資本剰余金   162,400

（１）資本準備金  162,400  

３　利益剰余金   154,258

（１）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  154,258  

株主資本合計   479,058

純資産合計   479,058

負債及び純資産合計   605,718
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（２）中間損益計算書

  

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

区分
注記

番号
金額(千円)

Ⅰ　営業収益    

１　委託者報酬   461,303

２　投資助言報酬 ※１  1,287

営業収益合計   462,590

Ⅱ　営業費用    

１　支払手数料 ※２  295,702

２　委託計算費   15,085

３　広告宣伝費   1,851

４　調査費   3,616

５　営業雑経費   6,153

（１）通信費  743  

（２）協会費  1,061  

（３）印刷費  4,348  

営業費用合計   322,410

Ⅲ　一般管理費    

１　給料   39,000

（１）役員報酬  6,001  

（２）給料・手当  27,568  

（３）法定福利費  5,430  

２　旅費交通費   1,639

３　不動産賃借料   1,550

４　業務委託費   1,228

５　賞与引当繰入   5,700

６　退職給付引当金繰入   1,046

７　租税公課   2,229

８　減価償却費 ※３  1,034

９　その他一般管理費   1,069

一般管理費合計   54,498

営業利益   85,681
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当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

区分
注記

番号
金額(千円)

Ⅳ　営業外収益    

１　受取利息   0

２　賞与引当金戻入   1,545

３　雑収入   47

営業外収益合計   1,593

Ⅴ　営業外費用    

１　繰延資産償却 ※４  613

営業外費用合計   613

経常利益   86,661

税引前中間純利益   86,661

法人税、住民税及び事業税   23,436

法人税等調整額   3,867

中間純利益   59,357
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（３）中間株主資本等変動計算書

 当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

区分 金額（千円）

株主資本  

資本金

当期首残高

当中間会計期間の変動額

当中間会計期間の変動額合計

 

162,400

 

-

当中間会計期間末残高 162,400

資本剰余金

資本準備金

当期首残高

当中間会計期間の変動額

当中間会計期間の変動額合計

 

 

162,400

 

-

当中間会計期間末残高 162,400

資本剰余金合計

当期首残高

当中間会計期間の変動額

当中間会計期間の変動額合計

 

162,400

 

-

当中間会計期間末残高 162,400

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高

当中間会計期間の変動額

当中間会計期間純利益

剰余金の配当

当中間会計期間の変動額合計

 

 

 

146,250

 

59,357

-51,350

8,007

当中間会計期間末残高 154,258
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 当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

区分 金額（千円）

利益剰余金合計

当期首残高

当中間会計期間の変動額

当中間会計期間純利益

剰余金の配当

剰余金の配当当中間会計期間の変動額合計

 

146,250

 

59,357

-51.350

8,007

当中間会計期間末残高 154,258

株主資本合計

当期首残高

当中間会計期間の変動額

当中間会計期間純利益

剰余金の配当

当中間会計期間の変動額合計

 

471,050

 

59,357

-51,350

8,007

当中間会計期間末残高 479,058

純資産合計

当期首残高

当中間会計期間純利益

剰余金の配当

当中間会計期間の変動額合計

 

471,050

59,357

-51,350

8,007

当中間会計期間末残高 479,058
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重要な会計方針

項目

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

１　繰延資産の償却方法 （１）創立費

繰延資産として計上した創立費は、資産として繰延

べ、５年均等償却しております。

（２）入会金

繰延資産として計上した入会金は、資産として繰延

べ、５年均等償却しております。

２　固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

器具備品　　　３年～20年

（２）無形固定資産 (リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づいております。

３　引当金の計上基準 （１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上

しております。

４　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
  

 

追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

を当中間会計期間から適用しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係)

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

※１．流動資産の未収投資助言報酬は、平成27年６月15日に業務の種別に係る

変更登録につき、投資助言・代理業の追加を行い計上するものでありま

す。

 

※２．固定資産の減価償却累計額は次の通りであります。

有形固定資産の減価償却累計額

器具備品　　　　4,022千円

無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウェア　　2,929千円

 

※３．繰延資産の償却累計額は次の通りであります。

繰延資産償却累計額　　5,209千円

創立費償却累計額　　　542千円

入会金償却累計額　　4,666千円

 

※４．関係会社に対する負債は次の通りであります。

（流動負債）

未払手数料　　57,019千円

 

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

※１．営業収益の投資助言報酬は、平成27年６月15日に業務の種別に係る変更

登録につき、投資助言・代理業の追加を行い計上するものであります。

 

※２．関係会社との取引に係るものが次の通り含まれております。

支払手数料　　277,324千円

 

※３．減価償却費の内容は次の通りであります。

減価償却費額　　　　　　　　1,034千円

有形固定資産減価償却費額　　585千円

無形固定資産減価償却費額　　449千円

 

※４．繰延資産償却の内容は次の通りであります。

繰延資産償却額　　613千円

創立費償却額　　 13千円

入会金償却額　　600千円
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（中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末

株式数

当中間会計期間

増加株式数

当中間会計期間

減少株式数

当中間会計期間末

株式数

発行済株式     

普通株式 790株 － － 790株

合計 790株 － － 790株

 

２．配当に関する事項　配当金支払額

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成28年６月16日      

定時株主総会 普通株式 51,350 65,000
平成28年

３月31日

平成28年６月16

日

 

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当中間会計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

ファイナンス・リース取引の内容は次の通りであります。

リース取引開始日が、平成20年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・リース取引

ただし、一契約のリース料総額が300万円以下の取引であるため、従来通り「賃貸借処理」

を行っております。

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当中間会計期間末

残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額

当中間会計期間末

残高相当額

コピー複合機一式 748 698 49

合計 748 698 49

（２）未経過リース料当中間会計期間末残高相当額

１年内　　　54千円

１年超　　　 0千円

合計　　　54千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料　　　　82千円

減価償却費相当額　　74千円

支払利息相当額　　　 2千円

（４）減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への分

配方法については、利息法によっております。
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（金融商品に関する注記）

当中間会計期間末(平成28年９月30日)

金融商品の時価等に関する事項

平成28年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 468,121 468,121 －

（２）未収委託者報酬 101,339 101,339 －

（３）未収入金 19,568 19,568 －

資産計 589,029 589,029  

（４）未払金 (90,226) (90,226) －

未払手数料 (58,988) (58,988) －

その他未払金 (31,237) (31,237) －

負債計 (90,226) (90,226)  

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブに関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）未収委託者報酬、（３）未収入金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっています。

負　債

（４）未払金（未払手数料及びその他未払金）

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっています。

投資有価証券、デリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。
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（有価証券関係)

当中間会計期間末(平成28年９月30日)

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

３．時価評価されていない有価証券

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

項目

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

 

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

単位：千円

繰延税金資産

（流動）

貯蔵品　　　　　　 1,318

賞与引当金　　　　 1,759

未払金　　　　　　　　33

未払事業税　　　　 1,493

合計　　　　　　 4,605

評価性引当額　　　　　 0

合計　　　　　　 4,605

（固定）

退職給付引当金　　　  74

長期前払費用　　　　　14

合計　　　　　　　 89

評価性引当額　　　　　 0

合計　　　　　　　 89

繰延税金資産合計　 4,694

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異が法

定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

 

（セグメント情報等)

セグメント情報

当中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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関連情報

当中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．サービスごとの情報

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦以外の外部顧客からの営業収益がないため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

投資信託の名称 営業収益 関連するサービスの種類

ニュージーランド株式ファンド 10,471 投資運用業

スイス株式ファンド 8,227 投資運用業

カレラ Jリートファンド 69,165 投資運用業

メキシコ株式ファンド 8,783 投資運用業

オランダ株式ファンド 17,186 投資運用業

カタール・アブダビ株式ファンド 5,711 投資運用業

ロシア株式ファンド 5,979 投資運用業

２１世紀東京 日本株式ファンド 17,302 投資運用業

イタリア株式ファンド 10,331 投資運用業

フランス株式ファンド 11,191 投資運用業

３つの財布 欧州リートファンド 77,608 投資運用業

３つの財布 欧州銀行株式ファンド

（毎月分配型）
79,869 投資運用業

スロベニア・クロアチア・

ギリシャ株式ファンド
4,307 投資運用業

３つの財布 欧州不動産関連株ファンド

（毎月分配型）
71,119 投資運用業

３つの財布 米国銀行株式ファンド

（毎月分配型）
50,390 投資運用業

テキサス州株式ファンド 10,534 投資運用業

カレラ ワールド債券アクティブファンド 1,136 投資運用業

フィリピン株式ファンド 1,440 投資運用業

カレラ 日本小型株式ファンド 544 投資運用業
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（１株当たり情報)

項目

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

１株当たり純資産額 606,402円91銭

１株当たり当中間会計期間純利益 75,136円59銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当中間会

計期間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 

(注)　１株当たり当中間会計期間純資産額の算定上の基礎

項目

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

中間貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 479,058

普通株式以外に帰属する純資産合計額（千円） －

普通株式に係る当中間会計期間末の純資産額(千円) 479,058

普通株式の当中間会計期間末株式数(株) 790

 

(注)　１株当たり当中間会計期間純利益及び当中間会計期間純損失の算定上の基礎

項目

当中間会計期間

(自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

中間損益計算書上の当中間会計期間純利益(千円) 59,357

普通株式以外に帰属する純利益(千円) －

普通株式に係る当中間会計期間純利益(千円) 59,357

普通株式の当中間会計期間中平均株式数(株) 790

 

（重要な後発事象)

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

① 受託会社

名　　　称　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社

資本金の額　　　　324,279百万円（平成28年11月末日現在）

事業の内容　　　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営に関す

る法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

 

＜参考＞　再信託受託会社の概要

名　　　称　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社

資本金の額　　　　10,000百万円（平成28年11月末日現在）

事業の内容　　　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関

する法律に基づき信託業務を営んでいます。

関係業務の概要　　受託会社より委託を受け、当ファンドの信託事務の一部（信託財産の管理

等）を行います。

② 販売会社

 名　称 資本金の額 事業の内容

 安藤証券株式会社 2,280百万円
「金融商品取引法」に定める第一種金融商品

取引業を営んでいます。

平成28年11月末日現在

 

　３【資本関係】

＜訂正前＞

販売会社である安藤証券株式会社は、委託会社であるカレラアセットマネジメント株式会社の株

式を400株保有しており、平成28年１月末日現在の発行済普通株式数に対する比率は、50.6％で

す。

その他の上記関係法人との間に資本関係はありません。

 

＜訂正後＞

販売会社である安藤証券株式会社は、委託会社であるカレラアセットマネジメント株式会社の株

式を400株保有しており、平成28年11月末日現在の発行済普通株式数に対する比率は、50.6％で

す。

その他の上記関係法人との間に資本関係はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

平成28年12月12日
カレラアセットマネジメント株式会社
取　締　役　会　御中

UHY東京監査法人
 

指定社員
公認会計士 若槻　明　　印

業務執行社員
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンド

の経理状況」に掲げられているカレラ ワールド債券アクティブファンドの平成28年４月20日から平成

28年10月５日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並び

に附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、カレラ ワールド債券アクティブファンドの平成28年10月５日現在の信託財産の状態及び同日

をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　カレラアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認

会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注1）　上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は、当社が別途保管しております。

（注2）　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

平成28年６月15日
カレラアセットマネジメント株式会社
取　締　役　会　御　中

UHY東京監査法人
 

 

指定社員
公認会計士 若槻　明　　印

業務執行社員
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているカレラアセットマネジメント株式会社の平成27年４月１日から平成28年

３月31日までの第5期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、カレラアセットマネジメント株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
 

（注1）　上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は、当社が別途保管しております。

（注2）　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書
 

平成28年11月14日
カレラアセットマネジメント株式会社
取　締　役　会　御中

UHY東京監査法人
 

指定社員
公認会計士 若槻　明　　印

業務執行社員
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているカレラアセットマネジメント株式会社の平成28年４月１日から平成29年

３月31日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計

方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査

の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中

間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの

合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること

を求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、カレラアセットマネジメント株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）の経営成績に関する

有用な情報を表示しているものと認める。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

（注1）　上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は、当社が別途保管しております。

（注2）　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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